
 

１ 調査名称：福島都市圏総合都市交通体系調査 

 

様式－１ 表紙 

 

２ 調査主体：福島県県北建設事務所 

 

３ 調査圏域：福島都市圏 

 

４ 調査期間：平成２２年度～平成２３年度 

（平成２３年度調査は、東日本大震災及び原子力災害の影響に伴い、平 

成２４年度へ繰越） 

 

５ 調 査 費：２９，３４５千円（当年度までの合計：１１５，１７７千円） 

       （総合都市交通体系調査） 

 

６ 調査概要： 

県都福島市を擁する福島都市圏（福島市・二本松市・伊達市・桑折町・国見町・川

俣町）を対象に、都市交通を総合的に検討できる交通実態調査（パーソントリップ調

査等）を実施し、その調査結果からの現況分析及び都市交通マスタープランを策定す

る。 

平成 23 年度は、昨年実施したパーソントリップ調査結果を踏まえ、マスターデータ

及び現況ＯＤ表を作成後、詳細な集計を実施するとともに、都市圏将来像(都市構造)

の代替案検討、将来予測モデルの作成を実施するものである。 
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様式－２ａ 調査概要

Ⅰ 調査概要 

 

１ 調査名称：福島都市圏総合都市交通体系調査 

 

２ 報告書目次： 

 
1．調査の概要 

1-1．調査方針の検討 
1-2．調査内容の検討 
1-3．調査体制の検討 
1-4．調査工程の検討 

 
2．交通実態調査の二次集計 

2-1．現況 OD 表の作成 
2-2．交通実態調査の集計 
2-3．現況流動図の作成 
2-4．付帯調査票の集計 
2-5．都市交通の改善に向けた５つの課題からの検証 

 
3．都市圏将来像（都市構造）の代替案検討 

3-1．都市交通の目標(案)の検討 
3-2．都市圏将来像(都市構造)の方針設定 

 
4．将来予測モデルの作成 

4-1．予測モデルの作成 
4-2．将来交通量配分の実施 
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様式－２ｂ 調査概要

３ 調査体制： 

 

 

委員会委員会

(H23年度～) 幹事会前２回

幹事会幹事会

事務局事務局

作業部会作業部会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 調査体制 

 

 

【具体的な役割】 

■委員会 

・調査等の基本方針を決定する。 

・調査等について、組織全体を統括する。 

・その他、調査等に関する重要事項の決定を行う。 

■幹事会 

・委員会の決定した基本方針に基づき、調査等の実施の方針を決定する。 

・調査等に必要な事項の検討を行う。 

■作業部会 

・都市交通を考える上で重要なテーマである｢土地利用・まちづくり｣、｢公共交

通・道路｣について、少人数の担当者レベルで、効果的かつ実現性の高い総合

都市交通計画の具体的な検討を行う。 

・幹事会の前に 2回程度開催する。 

■事務局 

・協議会の運営に関わる事務を行う。 
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４ 委員会名簿等： 
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様式－３ａ 調査成果

Ⅱ 調査成果 

１ 調査の目的 

福島県のこれまでの都市交通計画は、人口の増加と交通容量の不足を背景として、量

的な拡大をねらいとした都市交通施設の計画を中心として検討されてきた。 

しかし、近年は、人口減少、少子高齢化、郊外への公共公益施設や大型店・住宅の立

地、交通渋滞の集中、環境問題、公共投資額の削減等を背景に、政策目標に対して効率

的かつ重点的な都市交通計画を提案することが求められている。 

さらに、行政の取り組み全般に対して、効率性や効果、透明性・公平性を重視した行

政マネジメントの計画策定及び施策実施等が求められる。 

また、郊外への大型店立地を規制する｢福島県商業まちづくり条例｣の施行、地域の実

情や特性に応じた都市計画制度の運用方針を策定する｢新しい時代に対応した都市政

策｣策定専門小委員会の提言、さらには長期未着手都市計画道路の廃止を含めた見直し

等、多面的な都市行政が必要となっている。 

これらの現状及び背景等から、具体的に以下の観点を踏まえ、新しい都市交通計画を

策定する必要がある。 

 

○中心市街地の衰退、少子高齢化社会の進行、環境負荷の増大に対応する土地利用

や、公共交通の利活用等を含めた総合的な都市交通対策の検討が必要である。 

○モータリゼーションが進展し、生活圏と都市機能が無秩序に拡散している中、今

後の都市構造や都市交通計画等のあり方について、市町村の枠組みを超えた検

討が必要である。 

○鉄道・バス、道路等、既存施設の活用や、都市計画道路の整備など、ハードとソ

フトが一体となった都市交通計画が必要である。 

○社会経済情勢の変動が大きい中、長期計画はもとより短中期計画にも対応した戦

略的な政策が必要である。 

○交通の主体である県民へのアカンタビリティの向上と、官民協働による計画づく

りが必要である。 

○合併市町村の新たなまちづくりの実現に向けて、合併市町村の一体化に資する計

画づくりが必要である。 

○｢福島県復興計画｣を踏まえ、復興に向けた主要施策｢災害に強く、未来を拓く社

会づくり｣を支援・実現する都市交通計画が必要である。 

○財政状況を踏まえる必要がある。 

○福島都市圏の特性を生かした、独自性の強い都市交通計画が必要である。 

 

これらのことを踏まえながら、県都福島市を擁する福島都市圏（福島市・二本松市・

伊達市・桑折町・国見町・川俣町）を対象に、都市交通を総合的に検討できる交通実態

調査（パーソントリップ調査等）を実施し、その調査結果からの現況分析及び都市交通

マスタープランを策定する。 
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２ 調査フロー：全体 

 

 

 

 

 

 
1.調査全体の計画準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 調査全体フロー(平成２２年度～平成２４年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.本体調査及び 
付帯調査 

3.補完・補正調査 

4.マスターデータの作成

5. 交通実態調査の 
二次集計 

6. 現況分析と計画課題 
の整理 

7. 都市圏将来像の 
基礎検討 

8. 都市圏将来像の検討 

10. 将来予測モデルの 
作成 

11. 都市圏将来像（都市構造） 
の評価検討 

13. 都市交通マスタープランの 
予測評価 

14. 都市交通戦略の検討 

15. ＰＩ・ＰＲ活動 
16. 協議会の運営等 

及び資料作成 

17. 協議会等の結果 
とりまとめ 

18. 報告書作成 

【H22】

【H23】

○調査のＰＲ、協力
依頼 

【H24】

○「委員会」 
各年２回開催 

○交通実態調査結果
の公表 

○「幹事会」 
   〃 

○住民意向の把握 
○計画素案、策定結

果の公表 

9. 都市圏将来像（都市構 
造）の代替案検討 

12. 都市交通マスタープランの 
検討 
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２－１ 調査フロー：平成２２年度～平成２３年度 

（平成２３年度調査については、東日本大震災及び原子力災害等 
の発生に伴い平成２４年度に繰越したところであるが、震災以 
降、本県を取り巻く社会経済情勢が大幅に変化し、それらに対応 
するため見直し等が行われている各種関連計画（「県総合計画」、 
「都市計画区域マスタープラン）との調整に時間を要することか 
ら、県と構成市町が議論を重ね、当面の間、本業務を休止する方 
針とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 本調査における調査全体フロー (平成 23、24 年度) 

○「委員会」 
H22 年２回開催 
H23 年１回開催 

○「幹事会」 
   〃

1.調査全体の計画準備 

2.本体調査及び 
付帯調査 

3.補完・補正調査 

4.マスターデータの作成

5. 交通実態調査の 
二次集計 

6. 現況分析と計画課題 
の整理 

7. 都市圏将来像の 
基礎検討 

8. 都市圏将来像の検討 

10. 将来予測モデルの 
作成 

11. 都市圏将来像（都市構造） 
の評価検討 

13. 都市交通マスタープランの 
予測評価 

14. 都市交通戦略の検討 

15. ＰＩ・ＰＲ活動 
16. 協議会の運営等 

及び資料作成 

17. 協議会等の結果 
とりまとめ 

18. 報告書作成 

【H22】 

【H23、24】 

【事業再開後検討】 

12. 都市交通マスタープランの 
検討 

○調査のＰＲ、協力
依頼 

○交通実態調査結果
の公表 

○住民意向の把握 
○計画素案、策定結

果の公表 

9. 都市圏将来像（都市構 
造）の代替案検討 

※    ：事業休止に伴い未実施 
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 調査対象圏域： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 調査対象地域 
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【調査対象圏域】 

○６市町（３市３町）：福島市・二本松市・伊達市・桑折町・国見町・川俣町 

○人口：456,996 人  (平成 22 年国勢調査) 

○面積：1,586.1ｋ㎡ (平成 20 年 7 月現在) 



様式－３ｂ 調査成果

４ 調査成果： 

1)交通実態調査の二次集計 

平成 22 年度の現況整理にて抽出した福島都市圏が有する問題のうち、PT 調査結

果と関連性が高い項目について留意しながら、PT データ等をもとに、交通の改善に

向け整理された５つの課題について検証を行った。 

 ○買物トリップの動向（休日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 買物トリップ集中割合（中ゾーン：休日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都市圏の都市交通の改善に向けた課題 

 

(1)課題１：賑わいのあるまちを創る都市交通 

•観光入込客の伸び悩みや日帰り観光客が増加する観光地が多い中、観光資源を
有効に活用して地域の活性化に結びつけていくことが必要。
•観光資源の有効活用を図るため、観光拠点へのアクセス向上や周遊観光ルートの
形成が課題。

•観光入込客の伸び悩みや日帰り観光客が増加する観光地が多い中、観光資源を
有効に活用して地域の活性化に結びつけていくことが必要。
•観光資源の有効活用を図るため、観光拠点へのアクセス向上や周遊観光ルートの
形成が課題。

•都市圏の産業・経済活動が停滞傾向にある中では、圏域の円滑かつ安定した移動
を確保し、まちへの来訪者を増加させることが必要。
•混雑・渋滞を緩和し物流を促進するとともに、地域の活性化を図るため、放射・環状
道路の整備、未整備区間の解消、公共交通の活用などが課題。

•都市圏の産業・経済活動が停滞傾向にある中では、圏域の円滑かつ安定した移動
を確保し、まちへの来訪者を増加させることが必要。
•混雑・渋滞を緩和し物流を促進するとともに、地域の活性化を図るため、放射・環状
道路の整備、未整備区間の解消、公共交通の活用などが課題。

•高齢者、年少者など車を運転できない交通弱者＊、歩行者の視点による移動環境の
確保や、防災など安心、安全面に配慮した交通を考えることが必要。
•安全・安心な暮らしや道路・都市防災などを推進するため、自家用車中心の交通か
ら自転車、歩行者の安全に配慮したみちづくり、バリアフリー＊の促進、医療施設へ
のアクセス改善、避難路や緊急輸送路の確保が課題。

•高齢者、年少者など車を運転できない交通弱者＊、歩行者の視点による移動環境の
確保や、防災など安心、安全面に配慮した交通を考えることが必要。
•安全・安心な暮らしや道路・都市防災などを推進するため、自家用車中心の交通か
ら自転車、歩行者の安全に配慮したみちづくり、バリアフリー＊の促進、医療施設へ
のアクセス改善、避難路や緊急輸送路の確保が課題。

•福島市への依存が進む中、周辺市町の停滞を改善するため、福島市と周辺市町、
及び都市圏と他都市圏との交流・連携を促すことが必要。
•地域間の結びつきを強め、日常生活における利便性を向上するため、多様な移動
手段の道路網、公共交通網の確保が課題。

•福島市への依存が進む中、周辺市町の停滞を改善するため、福島市と周辺市町、
及び都市圏と他都市圏との交流・連携を促すことが必要。
•地域間の結びつきを強め、日常生活における利便性を向上するため、多様な移動
手段の道路網、公共交通網の確保が課題。

•人口減少や少子高齢化が進む中、都市活動や生活を維持し、賑わいのあるまちを
創ることが必要。
•郊外への市街地拡大を抑制し、魅力と活力ある中心市街地を形成するため、人中
心の都市空間、歩行者空間の形成と円滑な移動手段の確保が課題。

•人口減少や少子高齢化が進む中、都市活動や生活を維持し、賑わいのあるまちを
創ることが必要。
•郊外への市街地拡大を抑制し、魅力と活力ある中心市街地を形成するため、人中
心の都市空間、歩行者空間の形成と円滑な移動手段の確保が課題。

課題１：賑わいのある
まちを創る都市交通

課題１：賑わいのある
まちを創る都市交通

課題２：都市圏の交流・連携を
高める都市交通

課題２：都市圏の交流・連携を
高める都市交通

課題３：安全、安心して
暮らせる都市交通

課題３：安全、安心して
暮らせる都市交通

課題４：産業・経済活動を
支援する都市交通

課題４：産業・経済活動を
支援する都市交通

課題５：観光資源を活用する
都市交通

課題５：観光資源を活用する
都市交通

都市圏の都市交通の改善に向けた課題

• 休日の ると、平日と同
じ傾向で

福島市
などの幹
く、自動車利用が多いことがうかがえる。

• 平日同様、福島市、二本松市、伊達市中心
市街地では商業活動の停滞等が
性化が必要である。

出典：福島都市圏PTデータをもとに作成。

　　４％以上

　　３～４％

　　２～３％

　　１～２％

０．５～１％

０．５％未満

市町界

高速道路

国道

鉄道

駅

凡　　例

買物トリップ割合をみ
あるが、
笹木野、黒岩、太平寺、
線道路沿いでより顕著に割合が高

みられ、活

福島市
国見町

桑折町
飯坂飯坂

伊達市

川俣町

二本松市

泉泉

南矢野目南矢野目

泉

笹木野笹木野

森合森合森合

黒岩黒岩

大森大森 太平寺太平寺

【福島市中心部】
南矢野目南矢野目

泉泉

笹木野笹木野

森合森合

(買物トリップ集中割合＝
中ゾーン別買物トリップ集中量
／都市圏買物トリップ集中量)

大森 太平寺太平寺大森
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(2)課題２：都市圏の交流・連携を高める都市交通 

図 都市圏内交通流動図（鉄道、バス） 

 ○交通流動の状況 

 

 

 

• 都市圏内は、福島市～二本松市、伊達市、桑折町との交通流動が多い。
• 都市圏外は、新幹線、高速道路などの高速交通網が整備されている郡山、宮城以北、関東以

西など南北方向との流動が多い。一方、相双、会津地域とは隣接しているものの高速交通網
が整備されていないため流動が少なく、両地域の交流・連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都市圏内々、

 ○都市圏内交通流動（鉄道、バス） 

 

都市圏内外流動図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を促す交通網が必要である。

出典：福島都市圏PTデータをもとに作成。

• 鉄道の流動は、福島市を中心に東北本線と阿武隈急行沿線で多くなっているが、保原～梁川

多い。
間では少なくなっている。

• バスの流動は、福島市～川俣町間の流動が
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(3)課題３：安全・安心して暮らせる都市交通 

○公共交通のカバー圏域  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県　　　道

鉄　　　道

バスルート500m圏域

バスルート

駅

駅1km圏域

凡　　　　　　例

高規格幹線道路

地域高規格道路

一般国道

　　　　１～　　　５０人

　　　５１～　　１００人

　　１０１～　　２５０人

　　２５１～　　５００人

　　５０１～１，０００人

１，００１人以上

凡　　　　　　例

出典：H17国勢調査 メッシュデータをもとに作成。

鉄道・バスカバー圏人口

37.2%

33.1%

33.0%

14.6%

31.9%

28.7%

8.1%

7.5%

10.0%

4.4%

8.2%

7.6%

84.4%

4.7%

16.0%

35.4%

58.4%

51.4%

49.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

川俣町

国見町

桑折町

伊達市

二本松市

福島市

都市圏

両方 鉄道のみ バスのみ

85.5%

91.6%

77.5%

78.3%

56.6%

50.0%

84.4%

• 福島市は多くの人口がバスと鉄道にカバーされている。
• 川俣町は、鉄道駅がないが、バス路線のある国道114

号に集落が立地しており、カバー率が高い。
• 一方、桑折・国見町は鉄道駅があるもののバス路線

がない地区に多くの集落が立地しており、カバー率が
低い。

• 高齢者等の移動制約者の増加が予想されるなか、公

共交通のカバー率の向上やデマンド交通*によるフォ

ローを検討していく必要がある。

※駅から１ｋｍ圏、バス停留所から 500ｍ圏人口をカウント
※バスカバー圏は路線バスのほか、コミュニティバスくるくる、デマンドあけび号、

川俣松川線委託バス（以上福島市）、医療用送迎バスひょうたん号、安達地
域・東和地域コミュニティバス（以上二本松市）、五十沢・白根・山舟生・移敷デ
マンド（伊達市）、絹の里ふれあい号、ふれあいタクシー（川俣町） 等を対象に
算出。（平成２２年11月時点）

図 鉄道・バスカバー圏人口の割合       図 カバー圏域 

 

○公共交通の改善意向 ＜バス＞ 

 

 

 

利用者のバス利用条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

• バス利用者の改善要望、非利用
者の利用条件として、運行本数
の増便、運賃の改善が多くあげ
られている。

• 全体と比較し、高齢者(65歳以
上)の意見として、ノンステップバ

ス*の導入への要望が高く、高齢

者にも利用しやすい車両導入が
必要である。

50.2%

38.6%

19.9%

18.5%

11.3%

8.8%

8.4%

13.9%

43.7%

30.3%

32.1%

11.5%

9.3%

7.8%

7.9%

9.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

運行本数の増便

運賃の改善

乗降しやすいノンステップバスの導入

手軽な運行状況の入手

バス停付近に駐車場・駐輪場の整備

乗り継ぎ環境の改善

所要時間の短縮

その他

全体(15歳～)

高齢者(65歳～)

出典：意識調査結果をもとに作成。

 図 バス利用者の改善要望 

 39.5%

32.0%

18.3%

17.5%

13.5%

12.0%

9.1%

21.5%

31.6%

22.3%

11.7%

12.7%

9.7%

8.3%

18.1%

20.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

運行本数の増便

運賃の改善

手軽な運行状況の入手

バス停付近に駐車場・駐輪場の整備

所要時間の短縮

乗り継ぎ環境の改善

乗降しやすいノンステップバスの導入

その他

 

 

 

 

 
全体(15歳～)

 高齢者(65歳～)

出典：意識調査結果をもとに作成。 

図 バス非
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(4)課題４：産業・経済活動を支援する都市交通 

動（平日） 

図 目的別時間帯別トリップ発生量     図 代表交通手段別時間帯別 

トリップ発生量 

 

。

 ○貨物車の流動 

 

出典：本調査現況OD表(H22)よりに作成

• 貨物車の交通流動をみると、都市圏内
では、二本松市、伊達市を始めとして、
他市町から福島市の流動が多くなってい
る。

• 都市圏内外をみると、高速道路が整備さ
れている郡山以南、宮城以北の南北方
向の流動が多くなっている。

• 一方、隣接する相馬・いわきの浜通り地
方や、会津・北陸、山形県との流動は少
なくなっている。

• 浜通り地方、山形県との産業・経済活動
を支援し、東西方向の流動を確保する交
通網の整備が必要である。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 貨物車(小型・普通)の交通流

 

 ○時間帯別トリップ特性 

 • 目的別の時間帯別トリップをみると、７時台に通勤、通学目的を主体とした朝方のピーク、17時

台に帰宅目的の夕方のピークがみられる。
• 代表交通手段別時間帯別トリップは、朝・夕のピークとも自動車が主体となっており、自動車か

ら他交通手段への転換、時差出勤*による平準化などを図る必要がある。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：福島都市圏 PT データをもとに作成。
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出典：福島都市圏 PT データをもとに作成。
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 ○代表交通手段分担率 
 

出典：福島都市圏 PT データをもとに作成。 
※その他：飛行機、車いす等。 

徒歩・その他自転車 バイク 自動車バス鉄道

 • 都市圏の代表交通手段分担率をみると、
約76％が自動車に依存している。

• 市町別には福島市以外での依存が高い。
• 交通の円滑化を図るため、公共交通など、

他の交通手段への転換を図る必要がある。

 76.1%

72.9%

82.7%

81.2%

80.4%

80.9%

82.2%

6.5%

 
8.2%
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 3.5%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

都市圏

福島市

二本松市

伊達市

桑折町

国見町

川俣町

 

 

 

図 代表交通手段別分担率（平日） 

(5)課題５：観光資源を活用する都市交通

○観光時の不満点 

図 観光時の不満点 

 

 

 

 

 

 • 観光時の不満として、観光情報の不足、アクセス道路の悪さ、案内標識の不備、周遊性の低さ
があげられている。

• 観光地相互のアクセス向上、周遊ルートの形成、観光情報による支援などが必要となっている。

 

 

 

 

不便な点・要望 サンプル数

駐車場の不満 18

鉄道・バスの不満 7

道路情報の要望 5

観光情報の要望 3

スカイラインが通れなかった 3

その他 20

合計 56

N=206

・その他内訳

出典：観光地ヒアリング(H22.11.3)より作成。

21.0%

18.7%

17.4%

5.3%

4.1%

2.0%

0.5%

31.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

周辺の観光情報がほしい

アクセス道路が狭い

観光地までの案内標識がわかりにくい

周遊バスなど観光地を巡るバスがあるとよい

バスと鉄道の乗り継ぎを便利にする

バス発着時刻などの移動のための情報がほしい

レンタサイクルの充実

その他
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(6)都市交通の改善に向けた課題の解決策（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市圏の都市交通の 
改 に向けた課題 課題の解決策(案) 

善

 

 

 

 

 

 

 

郊外への大規模商業施設の立地等が進む一方で、福島市、二本松
市、伊達市中心市街地では、テナント料・店子の問題、空き店舗の増
加等による商業活動の停滞により吸引力*が低下しており、活性化が
必要となっている。 

まちなかの賑わい創出のため、郊外への市街地拡大を抑制し、郊外
の拠点からのアクセス性の向上、歩行空間の改善を図り、魅力・活力
ある中心市街地の形成を支援する必要がある。 

課題１： 

賑わいのある 

まちを創る都市交通 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道の流動は、伊達市の阿武隈急行沿線の一部区間で少なく利用
促進が必要である。 

バスの流動は、川俣町で多い。鉄道と並行する区間については、鉄
道との分担を検討する必要がある。 

相双、山形方面(米沢都市圏)との連携を強化するネットワークが必
要である。 

福島市と周辺市町の都
圏内市町がお互いに結びつき、通勤・通学、業務など生活の利便性を

車に偏らない公共交通(ＪＲ、飯坂電車、福島交
通等)の活用を図る都市交通が必要である。 

課題２： 

都市圏の交流・連携を 

高める都市交通 

市機能の役割分担等に考慮しながら、都市

向上させるため、自動

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移動制約者の増加が予想される中、公共交通カバー率の向上を図
るなど、誰もが安全に安心して移動できる交通手段を確保する必要が
ある。 

自動車中心の交通から公共交通の利用促進を図るとともに、ノンス
テップバスなど利用者にやさしい車両の導入、ユニバーサルデザインに
もとづいた交通結節点の整備等が必要である。 

第３次救急医療施設(県立医大)へのアクセス強化（改善）のための
道路網整備が必要である。 

課題３： 

安全・安心して 

暮らせる都市交通 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業・経済活動への支援のため、浜通り地方の相馬港、小名浜港
や山形方面などへの広域的な流動を促進するとともに、南北方向に卓
越した交通流動等、円滑な都市圏内の流動への対応などの都市圏内
外の人・物流の確保が重要である。 

目的地まで短い距離において自動車利用が多く、朝夕に発生する
交通渋滞に拍車をかけており、朝夕ピーク時の交通渋滞を抑制し、過
度に自動車に依存しないまちづくりを進める必要がある。 

潜 意向を実現させるため、利便性の向
上、自転車・徒歩、公共交通利用への意識改善を図る必要がある。

課題４： 

産業・経済活動 

を支援する都市交通 

 

 

在的な自動車からの転換

 

都市圏内観光地の周遊性は不十分であることから、観光資源の有
効活用、活性化を図るため、観光地相互のアクセス向上、周遊ルートの
形成、観光情報の提供などによる支援が必要である。 

課題５： 

観光資源を活用する 

都市交通 
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2

人口減少社会においても効率的で持続可能な都市圏形成を目指し、既存交通機能

を有効活用した拠点集約型の都市構造の検討を行った。 

都市交通の改善に向けた計画課題に加えて、社会経済の今後の動向、基本理念と

市圏の将来像、福島県の復興計画を踏まえ、都市交通の目標を設定する。都市交

の目標は、業務再開後、社会状況やＰＴ分析結果を基に検討、見直しを行い、数

目標を決定することとする。 

 

 

都市

望 来人口、市町村

別将来

 

 

 

)都市圏将来像（都市構造）の代替案検討 

 

(1)都市交通の目標（案）の検討 

都

通

値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5

◆都市交通の目標（案）

◆基本理念（案）
「ひと」「まち」「自然」が共生し、絆が生ま
れる ふくしま都市圏

◆まちづくり関連施策メニュー（例）
賑わい拠点の創出、空き店舗対策事業の促進、まちなかイベ
ントの支援､モール化
都市・農村間交流促進事業、観光交流事業の拡充
地域コミュニティの強化･再生、医療･福祉機能の充実､都市
施設のﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ化
物流ﾀｰﾐﾅﾙ拠点整備､産業育成事業、商工･ｻｰﾋﾞｽ業の振興
着地型観光の推進､観光地の環境･景観の整備､観光案内サイ
ン整備、半日･1日・2日周遊観光ﾓﾃﾙ゙ﾙｰﾄの作成･PR、果樹
(もも、なし等)など地場産品PR、温泉地間連携割引制度の導
入

(2) 都市圏将来像（都市構造）の方針設定 

現況の空間分析をふまえ、超長期（20 年後）における望ましい都市圏構造と市街地構

 

圏の各種将来人口 

ましい都市圏構造と市街地構造の検討のベースとして、都市圏の将

人口の設定を行った。 

造の方針の設定を行った。

 

 ①

 

 

 

・

・
・

・
・

◆まちづくり関連施策メニュー（例）
・賑わい拠点の創出、空き店舗対策事業の促進、まちなかイベ
ントの支援､モール化
都市・農村間交流促進事業、観光交流事業の拡充

・地域コミュニティの強化･再生、医療･福祉機能の充実､都市
施設のﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃ ﾞｻﾞｲﾝ化

・物流ﾀｰﾐﾅﾙ拠点整備､産業育成事業、商工･ｻｰﾋﾞｽ業の振興
・着地型観光の推進､観光地の環境･景観の整備､観光案内サイ
ン整備、半日･1日・2日周遊観光ﾓﾃﾙ゙ﾙｰﾄの作成･PR、果樹
(もも、なし等)など地場産品PR、温泉地間連携割引制度の導
入

・

◆都市圏の復興と産業･経済･
観光を支える都市交通

～自動車分担率○％～

◆福島県復興計画の実現
ﾞｿﾘﾝ､軽油等化石燃料に頼らない再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰによる移動手段の確保

○安全・安心の向上に向けた災害に強い交通基盤の構築
○緊急時の関係機関の協力・連絡体制の確立と正確な交通情報の提供

○ｶ

◆社会経済の今後の動向
車から公共交通･徒歩･自転車への転換

○再生可能なエネルギーを活用した移動手段の推進や利用環境の整備
○電車･バス･自動車での移動時の情報提供

○

◆都市圏の将来像
・都市圏の各種将来人口
・目標とする将来都市構造

◆福島都市圏の都市交通の改善に向けた５つの課題
賑わいのあるまちづくり 都市圏の交流・連携 安全・安心 産業・経済活動を支援 観光資源の活用

◆都市圏の絆を強める
都市交通

～一定時間アクセス可能圏域
人口（拠点等）○％～

◆まち･環境･健康向上
を支える都市交通
～ＣＯ２排出量を○％削減～

～徒歩・自転車交通量

○％増加～

◆安全・安心な社会形成
と震災に強い都市交通
～公共交通カバー率○％～

◆都市交通関連施策メニュー（例）
・都市計画道路整備、中心市街地の自転車利用環境向上､ｺﾐｭﾆ ﾃｨｻｲｸﾙ・ﾚﾝﾀ
ｻｲｸﾙ拡充､歩車分離式信号交差点(ｽｸﾗﾝﾌ ﾙ゙･歩行者専用現示方式等の検討）

・東北中央自動車道整備、ﾊﾟー ｸ&ﾗｲﾄﾞ、ｻｲｸﾙ&ﾗｲﾄﾞ整備、ﾊ ｽ゙専用ﾚー ﾝ整備、
新駅の設置

・公共交通施設･車両のﾕﾆﾊ゙ ｻーﾙﾃ ｻ゙ ｲ゙ﾝ化､福島西道路(南伸 )の整備、維持可
能な地域交通ｼｽﾃﾑ（ﾃ ﾏ゙ﾝﾄﾞ等)導入､通学路等歩道整備

・ﾓﾋ゙ ﾘﾃｨﾏﾈｼ ﾒ゙ﾝﾄ推進（ｴｺ通勤､ﾉ ﾏーｲｶ ﾃー ｲ゙、時差出勤)､東北中央自動車道の
整備､福島西道路の整備(南伸)､自転車利用環境の整備

・観光地へのｱｸｾｽ道路整備、観光地間を連絡する周遊ﾊ ｽ゙の運行、ﾀｸｼー 利用
促進､ｻｲｸﾙﾄﾚｲﾝ、企画ﾄﾚｲﾝ、貸切ﾄﾚｲﾝ、広域ｻｲｸﾘﾝｸﾞ道路整備

◆都市交通関連施策メニュー（例）
・都市計画道路整備、中心市街地の自転車利用環境向上､ｺﾐｭﾆ ﾃｨｻｲｸﾙ・ﾚﾝﾀ
ｻｲｸﾙ拡充､歩車分離式信号交差点(ｽｸﾗﾝﾌ ﾙ゙･歩行者専用現示方式等の検討）

・東北中央自動車道整備、ﾊﾟー ｸ&ﾗｲﾄﾞ、ｻｲｸﾙ&ﾗｲﾄﾞ整備、ﾊ ｽ゙専用ﾚー ﾝ整備、
新駅の設置

・公共交通施設･車両のﾕﾆﾊ゙ ｻーﾙﾃ ｻ゙ ｲ゙ﾝ化､福島西道路(南伸 )の整備、維持可
能な地域交通ｼｽﾃﾑ（ﾃ ﾏ゙ﾝﾄﾞ等)導入､通学路等歩道整備

・ﾓﾋ゙ ﾘﾃｨﾏﾈｼ ﾒ゙ﾝﾄ推進（ｴｺ通勤､ﾉ ﾏーｲｶ ﾃー ｲ゙、時差出勤)､東北中央自動車道の
整備､福島西道路の整備(南伸)､自転車利用環境の整備

・観光地へのｱｸｾｽ道路整備、観光地間を連絡する周遊ﾊ ｽ゙の運行、ﾀｸｼー 利用
促進､ｻｲｸﾙﾄﾚｲﾝ、企画ﾄﾚｲﾝ、貸切ﾄﾚｲﾝ、広域ｻｲｸﾘﾝｸﾞ道路整備
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 ②目標とする将来都市構造 

 ア) 将来都市構造の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ) 各拠点の定義及び設定方針 
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③都市構造方針設定のまとめ 
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現  況 

●現況 

・郊外 、

二本松市、伊達市中心市街地では、商業活動の停滞等

により、吸引力が低下。 

・鉄道の流動は、伊達市の阿武隈急行沿線の一部区間で

少ない。バス流動は、二本松市、川俣町、伊達市の阿武

隈急行沿線からのバス利用が多い。 

・目的まで短い距離において自動車利用が多く、朝夕に交

通渋滞が発生。 

・高齢化の進行と共に移動制約者増加の懸念。 

・南北方向に卓越した交通流動。 

 

への大規模商業施設の立地が進む一方で、福島市

●人口指標（平成 17 年） 

都市圏人口：約 47.1 万人 

市町別人口：福島市約 29.7 万人、二本松市約 6.3 万人 

   達市 約 6.9 万人、桑折町 約 1.3 万人 

   見町 約 1.1 万人、川俣町 約 1.7 万人 

産業別就業者：第一次産業 9.3％ 

     第二次産業 28.1％ 

     第三次産業 62.6％ 

年齢別人口：15 歳未満 14.3％ 

      15 歳～65 歳未満 63.2％ 

      65 歳以上 22.5％ 

性別人口：男性 48.2％ 

     女性 51.8％ 

   伊

   国

  

  

二本松市 

川俣町 

福島市 

国見町 

桑折町 

伊達市（保原町）

商業機能の 
郊外立地進行 

中心市 地の吸引力低下 街

田園地域 

市街地 

中心市街地 

連携・交流 

中心市街地の吸引力低下

南北方 に卓越した 

交通流動 

向

南北 向に卓越した 

交通 動 

将来の目指すべき姿 

圏域拠点の形成

地域拠点の形成

地域拠点の形成

川俣町 

伊達市（保原町）

福島市 

国見町 

桑折町 

二本松市

自然環境の保全

市街地の拡大を抑制 

連携・交流の促進

地域拠点を核とした 

地域間連携 

地域拠点を核とした

地域間連携 

自然環境の保全

方

流

●人口指標（平成 42 年） 

都市圏人口：約 39.5 万人 

市町別人口：福島市約 26.3 万人、二本松市約 4.7 万人 

      伊達市 約 5.3 万人、桑折町 約 1.1 万人 

      国見町 約 0.8 万人、川俣町 約 1.3 万人 

産業別就業者：第一次産業 6.7％ 

       第二次産業 27.2％ 

       第三次産業 66.1％ 

年齢別人口：15 歳未満 10.4％ 

      15 歳～65 歳未満 55.1％ 

      65 歳以上 34.5％ 

性別人口：男性 47.4％ 

     女性 52.6％ 

田園地域 

市街地 

圏域拠点 

連携・交流

地域拠点 

地域間連携

拠点集約型都市構造の形成 

●都市構造の将来シナリオ 

・郊外への市街地拡大を抑制し、郊外の拠点からのアクセス性

の向上、歩行空間の改善を図り、魅力・活力ある中心市街

地が形成されている。 

・福島市と周辺市町の都市機能の役割分担等を考慮しなが

ら、都市圏内市町がお互いに結びつき、通勤・通学、業務な

ど生活の利便性を向上させるため、自動車に偏らない公共

交通の活用を図る都市交通が構築されている。 

・誰もが安全に安心して移動できる交通手段の確保。公共交

通の利用促進、ユニバーサルデザインに基づいた交通結節

点が整備されている。 

・東北中央道整備に伴い相馬方面、米沢方面の広域的な流

動が促進されている。 
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)予測モデルの作成 

予測モデルは、一般的に用いられる生成交通量→発生・集中交通量→分布交通

量→交通手段別交通量のステップで予測する４段階の推定法を適用した。 

 

①生成交通量予測モデル 

将来人口を用いて将来の社会構造の変化を反映可能な原単位法を採用して、予

測モデルを作成した。検討の結果、目的別就業非就業別年齢階層別原単位を生成

交通量予測モデルとして採用した。 

 

②発生・集中交通量予測モデル 

将来の土地利用の変化を、人口指標によりに示すことができる回帰モデルを採

用して、目的別・発生交通量・集中交通量別に予測モデルを作成した。 

 

③分布交通量予測モデル 

○ゾーン間交通量 

将来の土地利用を考えた場合、基本的には都市圏全体として大きく変わらない

ものの、大規模開発などにより一部の地区で土地利用が大きく変わることが予想

される。このような地区（ゾーン）が存在する場合における分布交通量の予測で

は、現在パターン法と重力モデル法のそれぞれの特性を活かして併用することが

考えられる。 

そこで、将来の土地利用等が大きく変化する場合にも対応可能な目的別に重力

モデルを作成した。 

○ゾーン内々交通量 

ゾーン面積が大きくなるほど内々交通量が増加することから、ゾーン面積を用

いたモデルを目的別に作成した。 

 

④交通手段別交通量予測モデル 

交通手段の特性を考慮して、段階的に分割していく下図のような構造を考え、

分担率曲線モデルと非集計ロジットモデルを作成した。 

○分担率曲線モデル 

徒歩・二輪車は、自動車、バス、鉄道に比べて比較的短距離での利用が多いこ

とから、徒歩・二輪車と徒歩・二輪車以外を分担するモデルとして、目的別分担

率曲線モデルを作成した。 

なお、徒歩と二輪車及び、自転車とバイクの分担については、ゾーン間のトリ

ップ数が少ないため分担率曲線の適合性が低いこと、また、将来交通量予測への

影響がほとんどないことから、現況の分担率を適用することとした。 

○非集計ロジットモデル 

自動車、バス、鉄道については、将来予測を行う際に交通サービスの変化や交

通施策等を反映できるモデルが望ましく、多くの説明変数が取り込め、論理性の

高い非集計ロジットモデルを適用し、目的別にモデルを作成した。 

 

(2)将来交通量配分の実施 

以下の現況交通量配分データを作成し、現行交通量配分により現況再現性の確

認を行った。 ・現況ネットワーク（H22） ・現況解析ＯＤ表（H22） 等 

3)将来予測モデルの作成 

(1


